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　本研究は、2003年度の明治大学大学院研究科共同研究（第1回）に申請し採択された「技術経
営に関する教育プログラムの調査・開発研究」（代表：大滝厚理工学部教授）を継続し、発展させ
るために社会科学研究所に申請し、採択され、開始されたものである。
　研究科共同研究のメンバーは大滝以下、向殿政男（理工）、宮城善一（理工）、山下洋史（商）、
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佐野正博（経営）、それに大石芳裕（経営）であったが、諸般の事情から山下、佐野は正規メンバ
ーから外れ、協力者・支援者となった。一方、中国との連携を視野に入れ、都燕書（経営）が正
式メンバーに加わった。また、将来のMOT教育実施場所を考慮すると、駿河台地区に本拠を置
くことが望ましいということになり、社会科学研究所に申請し、代表者も大滝から大石に変更し
た。さらに、今回のメンバー5名だけでは「MOT教育の総合研究」を行うことはできても、それ
をさらに深化させ具体化するには不十分と判断し、旧メンバーの山下、佐野はもちろんのこと、
学内外から研究者・実務家の協力者・支援者を得て、当該研究の豊富化を図ることにした。
　2004年度は、ほぼ毎月1回のペースでメンバv・一一ならびに協力者・支援者が集まり、国内外の調
査、教育プログラムの開発、具体的教育実践などを検討した。
（1）　国内外の調査
　　　大滝は関西地区・中京地区の教育機関・企業との連携を図るために出張した。大滝は（出
　　張費は申請していないが）首都圏でも他教育機関・企業・政府と積極的に接触し、調査の中
　　心を担っている。大石はMOTと環境問題の関係を探るために「愛・地球博」の調査を行っ
　　た。また、2003年度の研究科共同研究の延長で中国教育機関との連携を深めるドく邨が中国
　　に調査に行った。これは明治大学MOT教育の特徴として、今後も継続する予定である。
（2）教育プログラムの開発
　　　教育プログラムの基本的開発は、すでに前年度に終了していたので、2004年度はそれをさ
　　らに豊富化し、具体的実践に結びつけるための改良に専心した。その成果は、後に述べる公
　　開講座に表れている。
（3）　具体的教育実践
　　　本総合研究の性格からして、調査・研究だけでは不十分と判断し、調査・研究したものを
　　活かすために具体的教育実践に取り組むことにした。2004年度は明治大学事業課の協力を得
　　て、秋期に公開講座を開催することにした。大石がコーディネーターを勤め「MOT一技術経
　　営とイノベーションマネジメントの最前線」と題して実施された公開講座の8名の講師は、
　　順に、佐野、山下、都、原田則夫（SOLID社長）、立林和夫（富士ゼロックス・シニアマネジ
　　ャー）、宮城、岩崎浩一郎（元ライオンエンジニアリング社長・前品質工学会会長）、大滝で
　　あった。参加者は23名。
　　　元ソニ…一一の技術者で約四半世紀海外においてユニークな経営を行い大成功を収められてい
　　る原田則夫氏は、わざわざ中国・シンセン市から来ていただいた。公開講座終了後、原田氏
　　から聞いた話によると、公開講座参加者のうちの一人が原田氏の講演に大変感銘を受け、後
　　日、中国・シンセン市にあるSOLID社を訪問され、さまざまな質問をしていかれたそうであ
　　る。われわれのささやかな試みが社会に貢献した一例であろう。
　　　なお、具体的実施は2005年度になるものの、2004年度中に検討したことには以下のよう
　　なものがある。
））?
（6）
2005年度も、引き続き公開講座を実施する。コーディネーターは大石。
2005年度に、学部間共通総合講座「技術マネジメント総論」を開設する。
コーディネーターは宮城。
国内外の研究者・実務家との交流を一層強くする。主担当は邨。
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（7）財団法人・日本規格協会と協力し、経済産業省の「産学連携製造中核人材育成事業」に応
　募する。それとの関連で「クオリティ・カレッジ」構想実現のために、学内に専門組織を設
　置し、推進する。主担当は大滝。
（8）理工学研究科の中に新卒大学院生を対象とした「MOTコース」を設立する構想があるので、
　それを支援する。主担当は向殿。
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